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Abstract バブル崩壊後,新聞,その他のジャーナリズムは,この金融自由化による複合不況はかつてないもの

であり,いままでの大量生産,大量販売の製造方式や,地に足のつかない高級品消費は全面的に変わ
るだろう,さらにこの不況は世界の不況と連動しているため,その回復は容易ではないだろう,と喧
伝している。しかしこの鍋底のような先のみえない複合不況の下でも,日本・台湾の経営者は守り
ばかりでなく,次の飛躍の手がかりに確実に着手し,実行しはじめている。巷間問題となっているよ
うな,中間管理者の退職勧奨などという企業は,今回のインタビューに関する限り1社もなく,本社ビ
ルの一部を売却してもその雇用を守りつづけようとしている。全体的にみて日本の経営者は,財務
的,物的資源を縮小させても,人的資源は減少させることなく,その能力開発・意識改革によってこ
の未曽有の不況に対応しようとしている。製造業は本業重視,組織改革,コスト削減にまず力を入れ
ている。事業領域を産業構造の変化に合わせてPA→FA→LA→HAと変えていく場合,人々の意識を変
えるため新しい組織を導入してショック療法を行う(横河電機)。新しい技術情報・市場情報を積極
的に利用すれば,売上が伸びなくても利益は無限に出しつづける(カヤバ工業)。電炉メーカーの参
入や不況の長期化に対して本業重視の戦略をたて,高級品シームレスパイプのための900億の新設
備投資をする(住友金属)。不況は波だから底が長くても必ず上がってくる。好況のとき忙しくてで
きなかった管理者の意識改革を不況のときじっくりやる(マブチモーター)。同じように不況下にあ
る不動産業でも,その不況度によって対処策は異なる。不動産不況撃破推進本部をつくって,損を覚
悟の見切り販売や,コスト削減のためのNAシステムを開発した。そして思い切ったぜい肉落しをし
た(日榮不動産)。マンションの含み損を早く表に出したほうがすっきりする。年俸制と組合わせた
独得のリーズナブルな人事評価システムをつくった(長谷工コーポレーション)。バブル崩壊後も膨
大な含み資産があり,従業員数も少なく,20数億という高純益をあげている(平和不動産)。一方サー
ビス業のうちでも比較的楽なところと苦しいところがある。事業部別のホテルの個性化,QCサーク
ルの積極的活用,人事評価制度の改善によって人々に一層の創造性の発揮を求める(藤田観光)。売
上至上主義から利益重視への転換をするためには年功序列主義の廃止,人事評価制度の抜本改革に
よる意識革令が必要である(東武百貨店)。野球では,悪いときは必ずよくなるから大丈夫だという
自信を監督自身が持ちつづける必要がある。わがままな現代の若者については70点平均をとる人
間より,120点と0点をとる人間がいい。120点をのばして技術が向上すると人格も向上する(読売巨
人軍)。台湾のマクロ的な問題点としては,日台の人事交流の稀薄化,貿易の赤字化があり,その対処
策としては台湾における日本語教育の充実,学生同士の交流の促進が考えられる(駐日代表)。経済
の問題点として,空洞化,ハングリー精神の喪失,賃金・土地価格の上昇があり,現在その対処策とし
て,外国人労働者の導入,工業団地の建設,ハイテク産業の誘致を考える(経済部部長)。大学問題とし
ては,助教,専任講師は必ず外へ出す。副教授から教授への昇進は3段階の教授会で審査する。教授
は副教授を審査する以上,副教授よりいい論文を書かなければ恥ずかしい。また全教員の毎年の研
究業績をオープンにして教員全員にくばるから研究不足は恥ずかしい思いをする(國立中山大學)。
台湾の金融界もバブル崩壊後の不況に悩んでいる。金融の自由化で一挙に15行の民営銀行ができ
競争が激しくなった。またLC,先物取引などの自由化がはじまりその波及効果がわからない。その
勉強のためにできるだけ多くの社員を海外研修に出している(中國信託銀行)。大資本の民営銀行が
一挙に15行でき,しかも給料が公営銀行より高いので,こちらのエリートが引きぬかれる。しかも公
営銀行は関係官庁のがんじがらめの規制で動けない。しかし国際化のための能力開発には力を入
れている(臺灣銀行)。
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